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はじめに 

 1904年１月、イギリスの王立地理協会において、マッキンダー（Halford 

Mackinder）はマハン（Alfred Mahan）のシー・パワー論に対抗してラン

ド・パワーの重要性を説いた。マッキンダーの話が終わってから、フロ

アからある若いジャーナリストが立ち上がって意見を述べた。 

 

海も鉄道も、将来―それは近い将来かもしれませんし、遠い将来かもしれません―には移動手

段としては空に取って代わられるでしょう。そうなったときには、地理的配置はほぼ意味を失

い、巨大な産業基盤を有する国が成功するでしょう。それが大陸の中心にあるか、または島で

あるかは重要ではありません。工業力と、発明・科学の力を有する民族が、ほかの全てを圧倒

することができるでしょう1。 

 

1903 年 12 月にライト兄弟による人類初の動力飛行がなされてから、

まだ５週間しか経っていないときであった。この予見的な発言をしたア

メリー（Leo Amery）という青年は、当時は 30歳であった。そして彼は

帝国主義者であった。アメリーは後に政治家の道を歩み、第二次世界大

戦中のチャーチル（Winston Churchill）内閣ではインド相にまで上り詰め

たものの、エア・パワーをイギリス帝国の防衛に活用していくという考

えは彼自身の公職を通じてではなく、学生時代からの友人でもあったチ
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ャーチルなどを通じて具現化していくこととなる2。 

 イギリス帝国3は、しばしば「海の帝国」として理解されてきた4。しか

し、イギリスは 20世紀に入ってから登場したエア・パワーの価値をいち

早く認め、他国に先駆けて独立空軍を創設した国でもある。また、20世

紀の中盤以降には海軍を論ずる際にも、イギリスの遠方展開能力を構成

する不可欠の存在であった空母を度外視して考えることはできない。エ

ア・パワーは、イギリス帝国の防衛においていかなる役割を担ってきた

のだろうか。本稿では、イギリスで空軍が独立した 1918年から、イギリ

ス帝国の断念を象徴する「スエズ以東」撤退宣言がなされた 1968年まで

を対象とし、イギリス帝国とエア・パワーが交錯した時代を描いていく。 

 イギリス帝国とエア・パワーの関係を論じたものには、コルム（James 

S. Corum）の論文「帝国防衛におけるイギリス空軍、1919-1956年」5があ

り、本稿の問題関心と最も近い。しかし、この論文の記述には不正確な

部分が散見されることに加えて、第二次世界大戦後の動向についての言

及が不十分である6。オミシ（David E. Omissi）の『エア・パワーと植民

地統治―イギリス空軍、1919-1939 年』7は、公文書のみならず空軍高官

の私文書を広範に渉猟した重厚な研究である。この本は、イギリス空軍

がイラクの治安維持を低コストで実現したことや、帝国の辺境社会にま

で影響力を及ぼしうるようになったことを論じている。この本の記述は

戦間期に限られており、戦間期から戦後へと通じる帝国防衛のダイナミ

ズムが見えにくい。戦後については、ダービー（Philip Darby）の『スエ

ズ以東におけるイギリス防衛政策、1947-1968年』が帝国防衛を描いた代

表的著作であるが8、エア・パワーの役割を浮き彫りにする趣旨の文献で

はない。なお、帝国防衛については、イギリス帝国史研究として著され

た文献の中でもしばしば断片的に触れられている9。 

 今日、イギリス帝国とエア・パワーの関係を改めて問い直す意義はど

こにあるのだろうか。それは、覇権国がエア・パワーをどのように活用

してきたかを理解する一助とするためである。今日の世界では、アメリ

カが圧倒的な軍事大国として国際秩序を維持するためにエア・パワーを
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活用している。イギリスはかつて世界の広範な地域に植民地を擁してい

た。そこでエア・パワーがどのように活用されてきたのかを探ることで、

21世紀の今日にも通じるところが見えてくるのではないだろうか。 

 本稿では、第１節で戦間期にイギリス空軍が帝国における治安維持を

担ってきた様相を素描する。イギリス空軍は帝国防衛を低コストかつ効

果的に実施することに貢献した一方、帝国防衛という役割は創設後間も

ないイギリス空軍の存在意義を正当化したという側面もあった。第２節

では、第二次世界大戦後に中東で脱植民地化が進展したことの戦略的含

意を明らかにする。冷戦初期には、イギリスは中東に保有する空軍基地

を拠点としてソ連を南方から攻撃することを意図していたが、徐々にこ

うした拠点を喪失していくとともに、アラブ諸国から上空通過を拒否さ

れるなど、エア・パワーの運用に支障をきたすようになっていった。第

３節では、戦後にイギリスが帝国防衛のために行った諸作戦を概観した

うえで、帝国防衛をめぐる海軍・空軍の構想を跡付ける。第４節では、

イギリスが財政的制約のために帝国防衛を縮小する一方、コモンウェル

スの役割が浮上したことを論じる。こうした議論を踏まえて、「おわりに」

ではイギリス帝国防衛とエア・パワーをめぐって考察を加えたい。 

 

１ 戦間期におけるイギリス帝国の治安維持 

 航空機は 1911年のイタリア・トルコ戦争で、また翌年のバルカン戦争

で軍用機として用いられた。第一次世界大戦において、イギリスは主に

偵察、攻撃といった任務のために航空機を活用した10。この時期に、多く

の国で航空機は陸軍または海軍に所属していたのに対し、イギリスは世

界に先駆けて 1918年４月に独立した空軍を創設した。 

 第一次世界大戦に勝利したことにより、イギリス帝国は委任統治領と

いう形で中東において版図を大きく広げた。しかし、その傍らでイギリ

ス帝国内の各地ではナショナリズムが高揚し、イギリスによる支配が脅

かされるようになっていた。また、この時期にイギリスは財政的にも困

窮しており、帝国防衛は負担となっていた。 
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 そうした折に、トレンチャード（Sir Hugh Trenchard）空軍参謀長は、

植民地の法と秩序、そして帝国の安全保障は、在来の守備隊よりも、機

動力のすぐれた空軍によるほうがより効率的に、かつ何分の一かの費用

で維持しうると主張したのである11。トレンチャードが提示したのは、

「空からの統治（air control）」という概念であった。これは、植民地の不

穏な勢力を航空機により攻撃し、懲罰を加えるというものであった。従

来は、盗賊や反乱をはたらいた部族民に懲罰を加えるためには、地上部

隊により村、作物、家畜に損害を加える「懲罰遠征（punitive expedition）」

がなされていたが、「空からの統治」はこれに代わるものであった12。 

 「空からの統治」の試金石となった事例の一つに、イラクがあった13。

委任統治領となったばかりの当時のイラクでは、北部のクルド人地域に

おける統治は脆弱であり、バグダッドでは政権から除外されたスンニ派

が不満を募らせており、中部および南部では徴税と慣習破壊のためイギ

リス人に対する憤怒が鬱積していた。そうした中で、1920年７月に反乱

が勃発したのである14。イラクでの反乱鎮圧は、戦間期のイギリス軍が対

処した最大規模の作戦であった15。当初イラクに駐留していたイギリス

軍は、約６万人の地上部隊と空軍の２個飛行隊であった16。これらは反乱

軍に対して苦戦し、バグダッドも脅かされるようになっていた。そのた

め、イギリス空軍は早期に増援を受けた。イギリス空軍の任務の多くは

示威飛行であり、「旗幟を鮮明にすること（showing the flag）」であった。

また、地上攻撃の任務も行い、反乱を通じてイギリス空軍は 4,000 時間

飛行し、100トンの爆弾を投下した17。戦闘の末、イギリス側は死者及び

行方不明者 1,041名、負傷者 1,228名、イラク側は推定 8,450名の死者を

出す形で反乱は鎮圧された18。 

 反乱後、空軍はチャーチル植民地相に対して、帝国防衛における空軍

の役割を強調し、とりわけイラクにおける防衛体制をイギリス空軍中心

とするよう提言した19。チャーチルは 1921年８月の閣議でこうした「空

からの統治」計画を主張したところ、陸軍相が空軍に依存することを「不

健全である（unsound）」として批判したものの、財政的な要請が強く働
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き、チャーチルの主張が承認された。イラクの新防衛体制は、1922年 10

月から発足することとなった20。こうした経緯を指して、イギリス空軍の

勝利はユーフラテス中部ではなくホワイトホール（イギリスの官庁街）

におけるものであったとの指摘もある21。イラクにおけるイギリス軍は、

当初は８個飛行隊、４個大隊、３個自動車化中隊などから構成されてい

た22。また、このときからイギリス空軍の将官がイラクの指揮をとるよう

になった。これは、空軍人が一つの国の全ての作戦運用を統制するポス

トに就いた初の事例である。イラクにおけるイギリス軍部隊は、１万

5000 人のイラク人部隊に支えられていた。こうした部隊は 1920 年代か

ら 1930 年代にかけて、小規模な反乱を迅速に鎮圧することができた23。 

 戦間期にエア・パワーが活用されたもう一つの主な事例は、ソマリラ

ンドである。ソマリランドでは、1919 年から 1920 年にかけて小規模な

反乱があった。当初、これを鎮圧するためには 100万ポンド以上の経費

を要すると見積もられていたが、イギリス空軍が中心となった短期間の

作戦は、わずか７万 7,000 ポンドしか要しなかったのである。これによ

り、トレンチャードらがイギリス空軍の独立性を主張することが可能と

なった24。なお、ソマリランドの反乱鎮圧に際しては、アメリーがチャー

チル空軍相に対してエア・パワーの活用を働き掛けたという背景もあっ

た25。 

 こうした「空からの統治」は、イギリス空軍が独立した軍種としての

存在意義を主張するうえでの一助となっていた。誕生したばかりのイギ

リス空軍を取り巻く環境は、厳しいものであった。戦間期のイギリスで

は、今後 10 年間は主要な戦争は起こらないものと想定する「10 年ルー

ル」の仮定が設けられていた。この仮定に加えて陸・海軍からの反感も

あり、イギリス空軍の存続は疑問視されていたのである26。そのため、エ

ア・パワーによる帝国の治安維持は、1920年代におけるイギリス空軍の

存続にとって不可欠なものであった27。 

 当時においてエア・パワーを評価していた戦略家の一人に、リデル・

ハート（Basil Liddell Hart）がいる。リデル・ハートは、1932年に著した
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『イギリス流の戦争方法』において、帝国防衛におけるエア・パワーの

有効性やコストの低さを強調している28。こうした主張は妥当な議論だ

ったのだろうか。まず有効性に関して、エア・パワー特有の機動力や、

最新のテクノロジーであったという点は有効に作用していた。航空機は、

「懲罰遠征」の目的地である部族民の中心部や村にまで迅速に到達しえ

たし、深刻な損害を与える能力があった29。イラクは 1932年に委任統治

領から独立したが、独立後のイラク政府も空軍の有効性を認識しており、

クルド人の反乱に備えてイギリス空軍に依存していた30。また、航空機は

当初は部族民を恐怖に陥れるのに非常に有効であった31。 

 ただし、エア・パワーの有効性は時代が下るにつれて低下していった。

1920年にソマリランドで航空攻撃がなされたときは、住民に対して強い

心理的効果を発揮した。しかし、「空からの統治」が帝国内で常用される

ようになると、初期の心理的効果はすぐに衰えていった。アデン、イン

ド北西国境、クルディスタンなどで、敵対的な部族民は、イギリスとの

間で紛争が起きたときは、陣地を偽装し、村に防空壕を掘るようになっ

た。クルディスタンの部族は、イギリスの航空機が接近すると、監視人

が狼煙により警告を発するという原始的な警戒態勢を構築した32。また、

パレスチナでは、1929年の時点ではイギリスの航空機は恐れられており、

現地に航空機が１～２機現れただけで反乱勢力は即座に逃げ出す始末で

あった。しかし、1936年には反乱勢力は航空機に十分慣れてしまい一歩

も退かなくなった。ライフルで反撃する場合すらあったという33。 

 このように、エア・パワーの有効性は初期の頃と比べて低下傾向が見

られたものの、当時としては画期的な手段であった。そのことは、イギ

リス軍の編成にも反映されている。すなわち、帝国防衛におけるマンパ

ワーの節約であった。たとえば、イラクでは 1921年に 23個大隊が駐留

していたが、1928 年までには２個大隊に縮小された34。当時は、１～２

機の航空機は１個騎兵大隊と同水準の偵察活動を行うことができ、２～

３機の航空機は１個砲兵中隊と同等の火力支援を提供できると評価され

ていた35。空軍を中心として小規模な陸上兵力（場合によっては現地政府
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軍や徴募部隊を使用）をセットにした部隊が考案され36、1930 年代末ま

でにインド、イラク、パレスチナ、マルタ、アデン、シンガポールとい

った帝国各地に配備された37。 

 なお、コストについては、そもそも帝国の治安維持に際してはエア・

パワーを保持しない勢力としか向き合わなかったため、旧式の航空機で

も目的を達することができ、経費の節約につながっていた。イギリス本

土防衛やヨーロッパでの作戦には陳腐化している（obsolete）と思われた

航空機であっても、植民地での「空からの統治」には運用できたのであ

る。たとえば、1917年に初飛行したブリストル戦闘機のような旧式の航

空機が、植民地では 1920 年代後半にも用いられていた。また、1920 年

代にイギリス本土で空軍が増勢されたときにも、帝国での空軍の部隊数

は増加しなかった38。さらに、1920年代から 1930年代の航空機は、比較

的平坦な草原か地面であれば飛行場として離着陸ができたため39、施設

面での大きな投資も必要はなかった。ただ、帝国に旧式の航空機しか配

備しなかったことは、第二次世界大戦において枢軸国から挑戦を受けた

ときにその脆さを露呈した。1940年にイタリアと開戦したとき、そして

1941年に日本と開戦したとき、イギリス空軍はエジプトやシンガポール

を十分に防衛することができなかったのである40。 

 ところで、エア・パワーを擁護する議論の一つに、それが人道的な手

段であるという主張がある。こうした主張の起源も、戦間期のイギリス

帝国防衛に求めることができる。イギリス空軍による空爆作戦は、かつ

て地上部隊によってなされていた「懲罰遠征」よりも人道的であるとの

考え方が、1920 年代から 1930 年代にかけてエア・パワーの唱道者によ

り広められたのである。イギリス空軍は、しばしば投入する戦力を最小

限にとどめたり、反乱部族民に対しては事前に警告を発していたと公式

には主張した。だが、そのような警告は多くの場合では行われなかった

り、敵対的な部族民に対しては徹底した空爆がなされたとの指摘もある。

もっとも、イギリス空軍は植民地での戦争において毒ガスを用いたこと

はなかった41。また、空爆が行われた場所は遠隔地であったため、世論の
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目につきにくく、批判をかわすことができたという側面もあった42。 

 

２ 脱植民地化による中東の変容 ―エア・パワーの「拠点」から

「障壁」へ― 

 第二次世界大戦は、イギリスにとって帝国防衛の戦争であった43。しか

し、逆説的なことであるが、第二次世界大戦を通じてイギリス帝国を防

衛したことの究極的な代償は、帝国そのものであった44。イギリスはかろ

うじて大戦に勝利したものの、帝国の各地で独立の機運が高まる一方、

これを抑えるためのイギリスの力は摩耗しきっていた。イギリスの財政

赤字は 1938 年の 7,000 万ポンドから 1946 年には７億 5,000 万ポンドに

まで膨らみ、貿易量・海外資本収入は戦前の半分以下に落ち込んだ。対

外債務は 1939 年の４億 7,600 万ポンドから終戦時には 33 億 5,500 万ポ

ンドにまで膨らんでいた45。 

 そうした状況にあっても、イギリスはなお世界大国であり続けようと

していた。1945年６月に作成された「イギリス帝国の安全保障」と題す

る政府文書によれば、「帝国の安全保障の本質」とは、第一に「対内的お

よび対外的な脅威からのイギリス帝国の一体性の維持」であり、第二に

は「帝国の結束を左右する、世界大での海路および空路の確保」であっ

た46。 

 中でも中東の重要性については、第二次世界大戦終結の直前頃から強

調して論じられていた。イーデン（Anthony Eden）外相が作成した覚書

によれば、中東は「世界で戦略的に最も重要な地域のうちの一つ」であ

り、「その防衛がイギリス帝国の生死にかかわる地域」であった。加えて、

中東は当時アメリカ以外で唯一、イギリスが利用可能な石油が潤沢に存

在している地域でもあった47。 

 戦後、ヨーロッパの戦後処理をめぐって米ソ関係は緊張するようにな

り、やがて冷戦へと発展する。冷戦の主舞台はヨーロッパであったが、

イギリスは戦後初期には戦略的にはヨーロッパ大陸を重視しておらず、

ソ連が侵攻してきた際には、中東を拠点としてエア・パワーをもって反
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攻に出るという計画であった。中東や地中海の空軍基地を戦略爆撃の拠

点とし、ソ連との戦争の初期にそこから攻勢作戦を実施するという考え

方は、1946年４月初旬の防衛委員会（Defence Committee）において初め

て示された48。 

 イギリスが中東の基地への展開を想定していたのは、自国軍のみに限

られなかった。1946年４月、テダー（Arthur Tedder）空軍参謀長は空軍

基地にアメリカの爆撃機を受け入れるとの考えを示した。当時、アメリ

カは予見しうる将来において、爆撃機により核攻撃を実施しうる唯一の

国だった49。この提案は、1947 年後半に英米防衛会議においてアメリカ

側に受容された。当時、設立されたばかりのアメリカ戦略空軍は、核兵

器を搭載可能で長距離を飛行する B-36 重爆撃機を地中海と中東で運用

しうる適切な場所を模索していた。そのため、イギリスの基地提供は歓

迎されたのである50。また、1950 年にオーストラリア軍は世界戦争が起

きた際には中東に増援するために部隊を用いることに同意した51。 

 1952年にイギリスも核保有国になり、爆撃機を運用するようになると、

これを中東に配備することになる。1955年、イギリスはキプロスに核搭

載可能なキャンベラ爆撃機を４個飛行隊配備すると表明した。これは、

バグダッド条約への貢献であった。キャンベラ爆撃機は、1961年から核

を搭載するようになった52。1967 年には、キャンベラ爆撃機４個飛行隊

にかわってV型爆撃機２個飛行隊がキプロスに配備され、もう２個飛行

隊はイギリス本土に配備されるも中央条約機構（Central Treaty 

Organization: CENTO）任務を割り当てることが決まった53。 

 ただし、中東におけるアラブ・ナショナリズムの高揚のため、イギリ

ス空軍基地の安全確保は困難になっていった。エジプトのスエズ運河地

帯には巨大な基地が設けられ、インド独立後のイギリスの戦略において、

重要性を高めていた54。しかし、1950 年代にはエジプト人による反乱に

苛まれるようになり、1956年には撤退するに至った。また、パレスチナ

もイギリス空軍の主要基地としての役割が期待されたが、1946 年以降、

ユダヤ・ナショナリズムのテロが頻発し、航空機やレーダーが破壊され
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るなどの被害が続いた。1955年に始まったキプロスでの反乱でもイギリ

ス空軍は現地のナショナリストの主な攻撃目標となった55。 

 1956年のスエズ危機（第二次中東戦争）以降に立ち現れたのは、いか

にイギリス軍を「スエズ以東」56に展開するかという問題である。スエズ

危機での作戦において、イギリスは中東諸国などから施設利用や上空通

過をめぐって妨害を受けていた。スエズ運河は使用できなくなり、スー

ダン、イラク、イランなどの上空も通過できる保証がなくなった。「アラ

ブの障壁（Arab barrier）」の出現は、イギリスの「スエズ以東」戦略に直

ちに影響を及ぼした。イギリス本土に部隊を待機させて空輸により展開

するという計画には制約があることから、「スエズ以東」に常駐戦力を維

持せざるを得なくなったのである57。 

 また、1932年に独立したイラクとは条約を締結してイギリス空軍の基

地を維持してきたが、1958年にはイラク革命が起こり、ここでも空軍基

地を喪失することとなった。同盟国であったアメリカは、イラクに旧体

制を回復させるために軍事介入する意思はなかった。革命が起こった時、

イギリス空軍はバグダッド西方にあるハバニヤーの飛行場を統制下に置

いていたものの、付近に大規模な反乱軍がおり、イギリスが空輸によっ

て増援しうる部隊は２個大隊にすぎなかったため、飛行場の防衛には不

十分であった。当時のマクミラン（Harold Macmillan）政権は、介入は政

治的にも軍事的にも問題外であると判断したのである58。1959年３月 24

日には、イラクがバグダッド条約からの離脱を表明した。これを受けて、

翌日の閣議において、イラクに駐留するイギリス空軍要員はもはや軍事

的目的に資するものではないとの判断がなされ、撤退することが決定さ

れた59。その後、イギリスはキプロスや東地中海の基地を拠点として、中

東における利害を防衛するようになった60。 

 こうして、イギリスにとって中東の戦略的価値は著しく変容した。戦

後初期には、エア・パワーにより対ソ攻撃を行うための拠点としての役

割が期待されていた。しかし、アラブ・ナショナリズムの高揚は、この

地域におけるイギリス空軍基地の存続を困難にした。特に、1956年のス



エア・パワー研究（第５号） 

86 

 

エズ危機が契機となってイギリス軍による施設利用や上空通過に異を唱

える国々が出現し、これ以後、中東はイギリスのエア・パワーにとって

「障壁」となったのである。また、イギリスは中東における集団防衛の

枠組みとして 1955 年からバグダッド条約を締結していたが、これは防

衛的性格の強いものであった。1959年にイラクが離脱して中央条約機構

に改組されると、防衛は名目化し、経済的・文化的なものに基づく機構

へと変容した61。さらに、イギリスの凋落に乗ずる形で、アラブ＝イスラ

エル紛争を契機としてアラブ諸国に武器売却や外交的支援を行うなどの

ソ連の影響力浸透が目立つようになった62。戦後初期のうちに、中東にお

けるイギリスの軍事プレゼンスは大きく後退したのである。 

 

３ 「スエズ以東」における作戦とイギリスの防衛構想 

 第二次世界大戦後においても、イギリスは帝国を防衛するためにさま

ざまな作戦を行ってきた。その中で、エア・パワーはしばしば大きな役

割を果たしてきた。東南アジアにおいては日本の敗戦に伴い、イギリス

によるマラヤの植民地支配が再開したものの、1948年６月にマラヤ共産

党を中心とするゲリラ闘争が開始された。この事態を受けて、現地当局

は「非常事態」を宣言し、イギリス軍は対反乱作戦に取り組んでいくこ

ととなった63。戦後、経済的に困窮していたイギリスにとって、ゴムと錫

を産出するマラヤの経済的価値は大きなものであった。７月の閣議でも、

「マラヤは植民地帝国の中で最も重要なドル獲得源」64であると論じら

れている。 

 マラヤ非常事態において、イギリス空軍はヘリコプターを活用して軽

歩兵や警察部隊をジャングルの奥地に数日から数週間にわたって輸送し、

作戦を遂行することを支援した。イギリス空軍のヘリコプターは、部隊

の移動のほか、補給、医療搬送などの支援を常続的に実施した。そのう

え、反乱勢力に降伏を促したほか、スピーカーを用いて恩赦がある旨の

メッセージを投降者から伝えさせるなどの活動を行った。これが功を奏

して、1953年以降、多くのゲリラが投降するようになり、イギリス空軍
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が支援した心理戦は成功したのである65。マラヤ非常事態には、オースト

ラリア、ニュージーランドも空軍を派遣した66。 

 ほかに、イギリス空軍による帝国防衛の事例として、1961年のクウェ

ート危機が挙げられる。クウェートは 1961年６月 19日にイギリスの保

護領から独立したが、６月25日にイラクの指導者であったカーシム（Abd 

al-Karim Qasim）がクウェートはイラクの一部であると宣言したことから
67、クウェートの安全が危惧されるようになった。そのため、クウェート

首長は交換公文の規定によりイギリスの支援を要請した68。６月 30 日、

内閣の防衛委員会（Defence Committee）はクウェート上陸を指示し、１

日以内に揚陸艦「ブルワーク（HMS Bulwark）」から展開した海兵コマン

ドウ部隊が飛行場と港を統制下に入れ、空軍の援護の下で上陸部隊を展

開した。空軍はハンター戦闘攻撃機が２個飛行隊投入され、それぞれク

ウェート、バーレーンを拠点に展開した69。このとき、スーダンとトルコ

は当初は上空飛行を拒否し、交渉の末、厳しい条件下で飛行を許可した
70。しかし７月４日以降、この許可は取り消され、イギリス軍は後に「障

壁（barrier）」の存在を認めている。また、クウェートの空港では視界不

良のため着陸できず、増援部隊の輸送機がバーレーンで足止めを食うこ

ともあった。イギリス空軍の戦闘機は、当初は「ブルワーク」のレーダ

ーの下で統制されていた。十分な防空能力を確保できたのは、７月９日

に空母「ヴィクトリアス（HMS Victorious）」が到着してからであった71。 

 1962 年 12 月８日には、当時イギリスの保護領であったブルネイで反

乱が勃発した。条約によれば、イギリスは保護領の法と秩序を回復する

ために支援する義務があった。イギリスはただちにシンガポールに駐留

していたグルカ兵とイギリス兵を現地に空輸した72。ブルネイ市街は速

やかに一掃され、さらなる増援の到来により、部隊は国内に展開してい

った。12月 10日には兵力は 2,000名に達した73。現地の司令官は、とり

わけ航空機動力を重視し、ヘリコプターや短距離離着陸（Short-Take-Off 

and Landing: STOL）機を活用した。ヘリコプターは部隊が退避路を遮断

することを可能にし、紛争の長期化を防ぐこととなった74。そして、12月
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15 日には反乱軍の組織的抵抗は終了した75。こうした事例に見られるよ

うに、イギリスは戦後も帝国防衛のためにエア・パワーを活用していた

のである。 

 イギリスは 1956 年のスエズ危機において施設利用や上空通過を拒否

された経験を踏まえて、基地への依存度を減らすため、軍の戦略的機動

力を向上しようとした76。1957年になされたサンズ（Duncan Sandys）国

防相による防衛改革では、イギリス軍の規模を縮小し、機動性を高める

ことにより帝国防衛のための対処能力を維持しようとした。ここで着目

されたのが空輸能力である。当時、イギリスは世界の広範な地域に駐留

軍を維持していたが、その規模を縮小し、イギリス本土に駐留する部隊

を、紛争地に空輸で展開することが考案されたのである。その際、空輸

できない重量の装備品はあらかじめ海外基地に備蓄しておき、兵員が到

着してからそれらを取得することとしたのである77。 

 ただし、紛争地に部隊を空輸するという方策は、常に有効であったわ

けではなかった。進入地点（point of entry）の確保が重要であった。たと

えば 1964 年にタンガニーカでの反乱に対処した際、ダルエスサラーム

の空港はすでに反乱軍の手に落ちており、近隣のケニアから部隊を空輸

するという選択肢がとれなかった。そのため、軽空母から海兵コマンド

ウ部隊を上陸させることとなった78。 

 進入地点を確保しても、イギリス本土から直接輸送機を派遣すること

にはしばしば問題を伴った。というのは、途中で他国の上空を通過した

り、給油のために着陸する必要があったからである。すでにスエズ危機

以前に、インド、セイロンの中立化やアラブ・ナショナリズムの高揚は、

イギリスの上空通過権を脅かしていた。また、スエズ危機において対エ

ジプト作戦を実施した際には、セイロン、イラク、リビア、ヨルダンが

基地使用について非協力的な態度を示した79。先述した 1961年のクウェ

ート危機においても、トルコ、スーダンはイギリス軍の上空通過につい

て厳しい条件を課した。脱植民地化が進展し、アジア・アフリカ諸国が

独立するにつれ、基地使用の保証は不確かなものとなっていった。1962
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年までには、ジブラルタルからアセンション島（大西洋中央部の島）を

経由し、喜望峰、インド洋（モーリシャス、アデンまたはガン）を通過

してシンガポールに至るという極めて長距離のルートが、イギリスの主

権下で完結した唯一の航空路となっていた80。また、イギリスにとって

は、キプロスからトルコ、イランを経由してペルシア湾岸地域や極東へ

と至るCENTO航空路も重要であった81。 

 このようにイギリス軍の海外での行動に制約が加わりつつあった頃、

イギリス国防省内では将来の海外基地の喪失を見据えて、空軍と海軍に

よってとりうるオプションについて検討が行われていた。まず空軍では、

この時期に「島嶼
とうしょ

戦略（Island Strategy, Island Stance）」が考案された。こ

れは、英領または条約により使用可能な一連の基地を拠点として、長距

離飛行のエア・パワーにより利害を防衛しようとするものであった。こ

の戦略では、敵対勢力の抵抗が小さいことを前提としており、地上発進

の航空機のほうが空母よりも紛争地に早く到達しうることが、その推進

の論拠となっていた82。紛争に際し、当初は落下傘部隊を投入し、後続部

隊は飛行場が確保されてから到着させることとなっていた83。 

 他方、イギリス海軍は「島嶼戦略」は空母と揚陸艦の保有計画に対す

る攻撃であると捉え、このアプローチを批判した。1963年１月に海軍省

から国防閣外相に提出された報告書によれば、「島嶼戦略」は固定した基

地に縛り付けられるため、世界大で軍事作戦を遂行することができず、

状況変化に対応できない、と指摘されていた。また、マシーラ（オマー

ン東沖合）、アルダブラ（インド洋西部）、タイの飛行場を使用しうる可

能性についても疑いが投げかけられていた。もっとも、この報告書は空

軍機を排除する趣旨のものではなく、空軍機と海軍機が相互補完するこ

とを主張していた84。 

 国防閣外相の指示により、軍種間の委員会が設けられ、「島嶼戦略」の

有効性と空母更新計画の必要性が検討された。最も起こりそうな介入の

ケースとして、不安定な体制からの介入要請が想定された。その場合に

は飛行場の利用は可能であり、敵対行為も小規模であると考えられた。
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この場合には、空母は必要なく、「島嶼戦略」で提案された基地のネット

ワークも必要ないとされた。しかし、敵対行為が強まるにつれ、空軍と

陸軍のみでは空挺堡（airhead）の確保が困難になり、空母が最も効果的

かつ持続的な手段になると評価された。同時に、将来的に島嶼の確保が

困難になるのであれば、長距離輸送機の改修が必要であるとも論じられ

た85。 

 これにより、空母の保有を継続することが確認され、1963年７月には、

1970年代にも３隻の大型空母を保有し、そのうち１隻を代替するために

新型空母を建造することがひとまず閣議決定された。その際、モードリ

ング（Reginald Maudling）蔵相は「空母を建造しないという決定は、スエ

ズ以東のわれわれの軍事的な立場を放棄するものと解釈されるであろう」

と述べている86。 

 

４ イギリス帝国防衛の縮小 

 1960年代のイギリスにおいては、海軍・空軍ともに「スエズ以東」で

エア・パワーを展開するためのそれぞれの構想を抱いていた。海軍は大

型空母の建造を、空軍は「島嶼戦略」を考案していた。しかし、1960年

代のイギリスは経済不調に悩まされ、国防支出の削減が要請される時代

であった。世界大での軍事力の展開のための海軍・空軍の構想は、大蔵

省がその夢を打ち砕いたことにより終焉することになる87。 

 まず空母建造については、当時イギリスが保有していた空母は第二次

世界大戦中に建造されたものであり、1970年代前半には退役することと

なっていたため、それを代替することが求められていた。新型空母のコ

ードネームはCVA-01と呼ばれた。CVA-01の仕様は設計段階でさまざま

な変遷があったが、1962年７月に海軍省が国防閣外相に報告し了承を得

た段階では、排水量が 53,000トンであり、OR346航空機を 30機、バッ

カニア攻撃機を 36 機積載できるというものであった88。CVA-01 の開発

は 1963 年７月に閣議決定され、下院で公表された89。CVA-01 が就役す

れば、「クイーン・エリザベス（HMS Queen Elizabeth）」と命名すること
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となっていた90。 

 しかし、CVA-01の開発は難航した。CVA-01のための新たな装備品開

発が付随したうえ、大蔵省が研究開発費の承認を渋ったからである91。当

時、イギリス経済は停滞していた。労働党のヒーリー（Denis Healey）国

防相が 1965-66年にかけて実施した「防衛計画見直し」では、1969-70年

までに 20 億ポンドの国防支出を削減するという目標が設定され、これ

は前保守党政権が計画した 1969-70年予算の 16%削減を意味していた92。

これを実現するために、CVA-01 の建造を中止する方針が決まったので

ある。見直しでは、「空母と艦載機が不可欠な作戦は１種類しか存在しな

い。地上発進のエア・カバーの範囲外において精強な敵対勢力を前に部

隊を上陸、撤退させるときである。」と述べられている93。 

 CVA-01 の建造が中止されたことにより、代わりに役割を浮上させた

のが地上発進の戦闘機であった。当初の「島嶼戦略」においては、開発

中の TSR-2 長距離戦術爆撃機を運用することが考えられていた94。しか

し、TSR-2は開発経費が高額であったことから、1965年４月の閣議で開

発中止が決定された95。 

 TSR-2 の代替機として着目されたのは、アメリカ製の F-111A 戦闘機

であった。1966年、イギリスはアメリカ政府より F-111A戦闘機を 50機

購入することに関して検討を開始した。イギリスは、「軍事的任務を遂行

するとともに、世界の安定に貢献しうるほどの軍事大国であり続けるた

め」に F-111A戦闘機が必要なのであった。この戦闘機は、偵察・戦術攻

撃能力を備えたものであった96。行動範囲は次の図に示すとおりであり、

「スエズ以東」の大部分を収めていた。 
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図：F-111A戦闘機の行動範囲97 

 

空軍は、「スエズ以東」において F-111A戦闘機は空母を代替しうるも

のと考えていた。例えば、排水量 24,000トンの空母はバッカニア爆撃機

７機と戦闘機 12機しか積載できず、攻撃能力の点では F-111A戦闘機３

機と同等と評価されていた。そのうえ、空母の移動には時間がかかるの

に対し、戦闘機は迅速に移動できる点が強調された98。 

 しかし、依然としてイギリス経済は振るわず、海外駐留軍の経費は負

担となっていった。1968年１月、ウィルソン（Harold Wilson）首相は下

院において「スエズ以東」に駐留するイギリス軍を 1971年末までに完全

撤退することを正式に発表した99。「スエズ以東」撤退宣言と並んで、ア

メリカから F-111A戦闘機を 50機調達するという計画の中止も発表され

た100。F-111A戦闘機は、イギリスの「スエズ以東」における役割の象徴

であり、海外同盟国に対する誠意の象徴でもあると考えられていた。F-

● アクロティリ 

● マシーラ 

● アルダブラ 

● ガン 

● ココス諸島 
● ダーウィン 
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111A戦闘機がなくては、イギリスがヨーロッパ域外の紛争に介入する能

力を保有していると主張するのは困難であったと言われる101。 

 ただし、1968年１月にイギリスが行った撤退宣言は、実際には予定ど

おりには履行されなかった。1971年末までには主要部隊を引き上げ、兵

員数は削減されたものの、実際にはイギリスは「スエズ以東」の各地に

拠点を残しており、軍事プレゼンスの地理的範囲はほとんど縮小されて

いなかった。それらの部隊の大部分が撤退するのは 1970 年代半ばであ

るが102、その後もなお香港、ブルネイなどへの駐留は続いた。 

 イギリスが駐留軍を大きく削減したマレーシア・シンガポールにおい

ては、1968年以降に多国間の安全保障協力が進展していった。オースト

ラリア・ニュージーランドを含めた５カ国による協力が模索され、その

中で統合防空システム（Integrated Air Defence System: IADS）が構築され

た。IADS の司令官は外部からの突然の攻撃に際しては５カ国から割り

当てられた戦力を運用する非常権を与えられていた103。IADS の主力と

なったのは、オーストラリアが提供したミラージュ戦闘機２個飛行隊で

あった。イギリスは、シンガポールからの要請にもかかわらず104、IADS

には戦闘機を提供せず、司令部要員のみの参加にとどまった。少なくと

も供出兵力のみを見る限り、英豪の主従は逆転したといってもよい。イ

ギリスの世界への関与は、縮小していくこととなったのである。 

 

おわりに 

 本稿では、イギリスが帝国防衛という旧来からの目的を達成するため

に、エア・パワーという新しい手段をどのように活用してきたかを論じ

てきた。イギリスは伝統的には「海の帝国」であったが、本稿が分析対

象とした 1918年から 68年までの間には、エア・パワーを有効に活用し、

帝国防衛の一助として運用しており、「空の帝国」としての様相を呈して

いた。その過程をみると、時代に応じてエア・パワーの位置づけは移り

変わってきた。 

 戦間期におけるイギリス空軍の主な役割は帝国の治安維持であり、中
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東の委任統治領やアフリカの植民地における部族民の反乱を鎮圧するこ

とが課題であった。この時期には帝国に対する脅威は対内的なものであ

り、いわば「帝国の中における安全」が強く意識されていた。ただ、こ

の時期にイギリス空軍が対処した相手はエア・パワーを有しておらず、

本国での運用に適さない陳腐化された航空機でも十分に役割を果たしう

るものであった。そのことは、コストの低減にもつながった。「空からの

統治」の有効性についてはさまざまな見解があるが、少なくとも都市部

において機能しなかったのは確実である。 

 第二次世界大戦において日本、イタリアから東南アジアや北アフリカ

の帝国が脅かされ、また戦後にソ連のグローバルな脅威が認識されるよ

うになるにつれて、「帝国の外からの安全」の要請が高まっていった。こ

こでは、対抗する勢力が近代的な戦力を有していたため、イギリス側も

ジェット機や核戦力などの近代的なエア・パワーを造成する必要に迫ら

れ、このことが衰退期にあったイギリスにとってさらに負担として圧し

掛かることになる。また、アジア・アフリカ諸国に脱植民地化の波が訪

れたことは、エア・パワーの能力発揮の基盤である航空基地や空母の寄

港地を減らすこととなり、その行動範囲を狭めることを意味した。特に、

中東がエア・パワーの「拠点」から「障壁」へと転化したことの意味は

大きかった。 

 やがて、コモンウェルス諸国においてエア・パワーの造成が進むにつ

れ、これらの国々もイギリス帝国防衛の上で一定の役割を果たすように

なった。たとえば、オーストラリア、ニュージーランドはマラヤ非常事

態に空軍を派遣した。オーストラリアはイギリスの撤退後に東南アジア

防空のための主戦力を提供した。これらは、「帝国による安全」と言うこ

とができよう。すでに第二次世界大戦中からコモンウェルス諸国の航空

要員によるイギリスへの協力は実施されてきたが105、エア・パワーを提

供できるようになったのはコモンウェルス諸国において本格的に防衛力

の造成が進んだ第二次世界大戦後になってからであった。 

 本稿は、イギリスという斜陽の老大国の、しかも帝国防衛という古色
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蒼然とした活動を分析したが、21世紀の「新しい戦争」にも通底すると

ころがある。たとえば、政治的にハードルが低い手段としての空爆の選

択、非国家主体に対するエア・パワーの有効性と限界、作戦地域におい

て展開拠点を提供する近隣国の重要性、友好国によるバードン・シェア

リングなどである。もちろん、これらに対してイギリスの例が確かな答

えを提供しているとまでは断言できないが、少なくとも重要な参照事例

の一つにはなろう。 

 このうち、非国家主体に対するエア・パワーの有効性と限界について

は、戦力の質的優位が必ずしも成果に結びつくとは言い難い点において、

興味深い問題である。エア・パワーを有しない勢力も、戦間期の頃から、

原始的な形態ではあるが被害局限策を講じてきたのである。 

 なお、イギリスにおいてエア・パワーは軍種間の政治力学とも密接に

関連してきた。戦間期においては、帝国防衛という任務は独立後間もな

い空軍の存在意義を正当化するとともに、エア・パワーが帝国防衛を低

コストに実施することに寄与した面もあった。空母が登場した後には、

海軍もエア・パワーをめぐるアクターの一員となり、防衛力整備をめぐ

って海軍・空軍の確執が顕在化した場面もあった。ことに海軍は、空母

を維持するために「スエズ以東」の役割を強調してきた。エア・パワー

の役割の模索は、各軍種の立場の正当化・強化という思惑とも密接に関

連しているのである。 
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